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Synopsis 
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Fiscal 2007 by National Institute Land and Infrastructure Management, Ministry of Land, 
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５．ピット排水実態調査 

 ４．で提案した手法の場合、汚水桝の気相中硫化水素濃度から、汚水桝の液相中硫化水素濃度もしくは臭気指

数を予測する必要がある。これは、先にも触れたように、悪臭防止法は都市により特定悪臭物質（硫化水素）で

規制する場合と、臭気指数で規制する場合の２種類があるためである。また、ビルピット排水は悪臭防止法の３

号規制を受けることから排出水の採水が必要であり、採水箇所は原則、公共用水域との接点となる汚水桝となる

が、他系統の下水との混合による希釈や採水作業性の問題がある場合にはビルピット内での貯留水を採水するこ

とも考えられる。 

 ここでは、汚水桝の気相中硫化水素濃度から汚水桝の液相中硫化水素濃度もしくは臭気指数を予測するために

必要な実測データに加え、ビルピット貯留水の採水時にも対応できるように、ビルピット貯留水の液相中硫化水

素濃度・臭気指数の実測データについても現地調査したので報告する。 

 

５．１ 調査方法 

 本調査は、Ｋ市における６種類のビル（商業系雑居ビ

ル、駅舎、ホテル等）の汚水槽３箇所、混合槽３箇所、

雑排水槽３箇所、計９箇所のビルピットを対象に、硫化

水素の発生状況、臭気の発生状況、水質の変化を把握す

るため、試料の採取及び硫化水素濃度、臭気指数の分析

を行った。また試料の採取は、ビルピットと公共汚水桝とした。

採取した試料の採取場所と分析項目を表-1に示す。 

採水位置 分析項目 

公共汚水桝 臭気指数(液相)、硫化水素(液相,気相) 

ビルピット 臭気指数(液相)、硫化水素(液相)  

苦情のあった地区の汚水桝に
簡易硫化水素計を設置し、
気相中硫化水素濃度を測定

苦情の発生

原因の汚水桝は
把握されている

汚水桝に簡易硫化水素計を設置し、
気相中硫化水素濃度を測定

硫化水素が
検出されたか

yes

yes

no

no

排出水の硫化水素濃度もしくは
臭気指数を公定法で測定

臭気指数による規制
臭気指数を予測

他の地区に簡易
硫化水素計を設置

特定悪臭物質による規制
液相中硫化水素濃度を予測

予測値が規制
基準値を超える

調査結果を担当部局に報告する

yes

no

 

図-2 悪臭防止法担当部局（環境部局）への引継ぎフロー

表-1 試料採取場所と分析項目 

※その他、水温、pH、ORP、気温を測定 
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５．２ 調査結果 

（１）汚水桝の気相中硫化水素濃度と 

    臭気指数（液相） 

 汚水桝の気相中の硫化水素濃度と排出水

の臭気指数の関係を図-3に示す。図中には都

道府県及び政令指定都市で最も採用の多い 3

号基準の規制値（臭気指数＝31）を示した。 

 臭気指数は、雑排水０～33、汚水（屎尿系）

14～33、混合水 16～35 であった。一方、汚

水桝の気相中硫化水素濃度は、雑排水と混合

水ではほとんど検出されず、汚水では臭気指

数が増加するに従い気相中の硫化水素濃度

が増加する傾向が見られ、気相中硫化水素濃

度が 6ppm 以上の場合に 3 号規制値である臭

気指数 31 を確実に上回った。なお、硫化水

素が検出されていないにもかかわらず臭気

指数が比較的高いのは、臭気測定方法の特性

上、下水に元来含まれる硫化水素以外の臭気

が検知されたためと考えられる。 

 

（２）汚水桝の気相と液相の硫化水素濃度 

 汚水桝の液相と気相の硫化水素測定結果

を図-4に示す。図中には、Ｋ市における排出

水の硫化水素の規制基準値（0.02㎎/l）を示

した。 

 液相の硫化水素濃度が増加するに従い、気

相の硫化水素濃度が増加し、気相硫化水素濃

度が 6ppm を超えると、排出水規制基準値を

確実に上回った。 

 

（３）汚水桝の気相中硫化水素濃度と 

   ビルピット貯留水の臭気指数（液相） 

 汚水桝の気相中硫化水素濃度とビルピッ

ト貯留水の臭気指数の測定結果を図-5 に示

す。図中には都道府県及び政令指定都市で最

も採用の多い3号基準の規制値（臭気指数＝

31）を示した。 

 汚水桝の気相中硫化水素濃度は、前述の汚

水桝における臭気指数との関係で示した傾

向と同様に、雑排水と混合水ではほとんど検

0

2

4

6

8

10

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1
汚水桝の液相硫化水素濃度（mg/l)

汚
水

桝
の

気
相

硫
化

水
素

濃
度

（p
p
m
） 排出水にかかる硫化水素の規制基準値

0.02mg/l（K市）

図-4 汚水桝の気相と液相の硫化水素濃度

0

1

2

3

4

5

6

7

0 10 20 30 40
汚水桝の臭気指数（液相）

汚
水

桝
の
気

相
中

硫
化
水

素
濃
度

（
pp

m
)

汚水 混合水 雑排水

臭気指数31

図-3 汚水桝の気相中硫化水素濃度と臭気指数（液相）

0

1

2

3

4

5

6

7

0 10 20 30 40
ビルピット貯留水の臭気指数（液相）

汚
水
桝
の
気
相
中
硫
化
水
素
濃
度
（
pp
m
)

汚水 混合水 雑排水

臭気指数31

図-5 汚水桝の気相中硫化水素濃度と 

           ビルピット貯留水の臭気指数（液相）
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図-5 汚水桝の気相中硫化水素濃度と 

           ビルピット貯留水の臭気指数（液相）

出されず、汚水ではビルピット貯留水の臭気指

数が増加するに従い汚水桝における気相中の硫

化水素濃度が増加する傾向が見られた。 

 臭気指数は、雑排水０～34、汚水13～30、混

合水 8～24であった。ここで、汚水桝の臭気指

数（液相）とビルピット貯留水の臭気指数（液

相）の関係を、図－6に示す。 

 ビルピット貯留水の臭気指数は、同時刻に測

定した汚水桝の臭気指数よりも若干小さくなっ

ていることが分かる。これは、通常、ビルピッ

ト底層の下水が汚水桝へ排出されるのに対し、

今回の採水は貯留水の表層から行ったため、汚

水桝では腐敗の進んだ下水が、ビルピットでは

腐敗の少ない下水が測定対象となったと考えら

れる。 

 

（４）汚水桝の気相中硫化水素濃度と 

   ビルピット貯留水の液相中硫化水素濃度 

 汚水桝の気相中硫化水素濃度とビルピット貯

留水の液相中硫化水素濃度の測定結果を図-7

に示す。図中には、Ｋ市における排出水の硫化

水素の規制基準値（0.02㎎/l）を示した。 

 先に触れたように、ビルピットにおける採水

位置の影響もあり、汚水桝の気相中において硫

化水素が検出されても、ビルピット貯留水中の

液相硫化水素濃度は低い結果となった。 

 

６． まとめと今後の課題 

 悪臭防止法に基づく臭気の規制値を活用し、悪質なビルピット排水に対し、効率的に取り締まりを行うことが

できる手法を提案した。また、規制基準値を汚水桝の気相中硫化水素濃度から臭気指数（液相）及び液相中硫化

水素濃度を推定するための実態調査を実施した。以下に、平成19年度に実施した調査等についてまとめる。 

・ビルピット排水の取り締まりには、悪臭防止法による規制を念頭に置くことが効果的である。 

・汚水桝の気相中硫化水素濃度から、汚水桝もしくはビルピットにおける液相中硫化水素濃度及び臭気指数（液

相）への換算に関して検証した。本調査では、汚水桝の気相中硫化水素濃度が概ね６ppm以上の場合に、悪臭防

止法の規制値を上回る結果となった。 

・ビルピット排水の臭気には、硫化水素以外の成分が含まれていることから、硫化水素濃度と臭気指数を関連づ

ける際にはそのことも十分考慮する必要がある。 

 得られた硫化水素濃度及び臭気指数については、データにばらつきがあることや、測定時期が冬期であった等

のことから、今後は信頼性を高めるためのデータの蓄積を行うとともに、汚水桝の形状（容積）やポンプ能力等

の違いについても整理が必要と考える。 
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７．おわりに 

 財政難や技術者不足、管きょストックの増大による維持管理への負担など地方自治体を取り巻く環境は非常に

厳しいことから、今後は、施設を痛めないようにかつ限界まで使うというようなアセットマネジメントの考えを

積極的に導入する必要があると考えられる。 

 本調査は、平成17年度から平成19年度までの３カ年にわたり「管路施設を健全な状態で長く保つ（長寿命化）」

ことをキーワードに、①管きょが年齢を重ねる毎（経過年数毎）に劣化発見率や劣化原因がどう変化するか、②

劣化した管きょはどれだけの耐荷力を有するか、③長く健全な状態を保つためには悪質排水（ビルピット排水）

にどう対処すればよいか、について検討を重ねてきた。 

 本調査で得られた成果は、単に長寿命化を図るためでなく、事故や苦情の未然防止という観点からも非常に有

効なデータと考えられる。今後、各都市においてアセットマネジメントの導入を検討する際の参考になれば幸い

である。なお、ビルピットの悪臭問題に対応するため、平成20年度より「ビルピット排水による悪臭発生防止に

関する調査」において調査を継続する予定である。 
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2.都道府県構想見直しマニュアル作成

下水道研究室 室   長 榊原 隆

研 究 官 遠藤 淳

１． はじめに

平成 12 年に建設省（現国土交通省）、厚生省（現環境省）、農林水産省の三省連名でまとめられた「統一的な

経済比較のできるマニュアル（案）」が策定され、汚水処理施設の効率的な整備の推進が図られてきた。この結

果、汚水処理に関する都道府県構想については全国の都道府県ですでに策定がなされている。

しかしながら、近年、人口減少や高年齢化の本格化、地域社会構造の変化など、汚水処理施設の整備を取り巻

く諸情勢が大きく変化していること、また、市町村合併による行政区域の再編や地方財政が依然として厳しい状

況にあることに伴い、汚水処理施設整備の一層の効率化が急務となっている。

これらの諸情勢の変化に対応するためには、部局間の連携を一層強化し、より効率的な汚水処理施設の整備手

法を選定することが必要であることから、1）社会情の変化等の反映、2）連携の強化、3）住民の意向の把握に留

意して、都道府県構想のもととなる市町村の汚水処理施設整備の構想についても見直すように三省連名で平成 19

年 9 月に通知が発出された。

このような背景のもと、現行「効率的な汚水処理施設整備のための都道府県構想策定マニュアル（案）1)」（以

下、「都道府県構想マニュアル」）の改訂を目的に、「効率的な汚水処理施設整備のための都道府県構想マニュ

アル（案）検討委員会」（以下、「マニュアル検討委員会」）が設置された。検討体制を図-1 に示すが、マニュ

アル検討委員会では、「人口減少下における下水道計画手法のあり方について（案）2)」（以下、「人口減計画手

法」）についても検討することとなった。このうち、国総研においては、都道府県構想策定マニュアルの改訂を

担当した。

２．見直しのポイント

上記のような背景から今回の見直しについては、以下の３つをポイントに検討を行った。

①人口減少に対応した内容の見直し

②汚水処理施設間などの連携手法について

③住民の意向の把握について

効率的な汚水処理整備のための都道府県

構想策定マニュアル（案）検討委員会

効率的な汚水処理整備手法選定の

ためのマニュアル検討作業部会

人口減計画手法検討チーム

マニュアルの改訂

図-1 マニュアル検討体制

＊太線が国総研の担当範囲

検討内容 検討内容

連携
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２－１．人口減少に対応した内容の見直し

 基本的な考え方については、人口減計画手法検討チームが担当して、「人口減少下における下水道計画」とし

てまとめおり、都道府県構想マニュアル改訂案はこれに整合するものとして、以下のとおり人口減少に対応した

内容の見直しを行った。

目標年次（将来フレーム想定年次）は、人口予測について不確実性が高いものの、ある程度予測可能な範囲と

して、概ね 20～30 年後とした。同時に、想定と実態に差異が生じうることを踏まえ、5 年を基本として内容の点

検を行い、結果に応じて見直しを適宜行うものとした。

集合処理と個別処理の判定のために、将来行政人口・将来家屋数・計画汚水量原単位について将来予測するこ

とが必要となる。将来行政人口は、コーホート要因法を用いた市町村独自の推計値または公的団体による将来推

計人口を利用し、将来家屋数については、過去の趨勢からのトレンド予測値または公的団体による予測値を利用

することとした。計画汚水量原単位については、節水等により減少傾向にあることに留意して可能な限り実態に

即した値を用いるようにした。

今回提案の集合処理と個別処理の判定手順を図-2 に示す。検討においては家屋数が重要となるが、人口減少下

では、将来どの家屋がなくなるかは想定できない。このため、現況家屋配置をもとに設定したあるまとまった区

域（検討単位区域）ごとに、将来人口・家屋数を配分して、費用比較により集合処理と個別処理の判定を行う。

この結果を基にして、集合処理区域と個別処理区域、集合処理区域と集合処理区域の接続検討を費用比較により

行うこととした。

２－２．汚水処理施設間などの連携手法について

連携手法については、新たに導入を検討する際の参考となるように、実施事例を多数収集し、その中から代表

的なものをマニュアルに記載することとした。事例収集はアンケート方式により実施し、その概要は表-1 に示す

検討単位区域（既整備区域）

検討単位区域

検討単位区域

推計単位ごとの

将来人口

費用比較 

（集合か個別か） 

検討単位区域

集合処理区域（既整備区域）

集合処理区域

集合処理区域

個別処理区域

検討単位区域 個別処理区域

（配 分）

接続検討 

（集合と個別） 

（集合と集合） 

集合処理区域（既整備区域）

集合処理区域

個別処理区域

×

×

既整備区域

検討単位区域

個別処理区域

集合処理区域

接続後集合処理区域

×
接続有利

接続不利

図-2 人口減少下における集合処理と個別処理の判定手順（イメージ）
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とおりで、18 年度末時点で特定下水道施設共

同整備事業（以下、「スクラム」）、汚泥処

理施設共同整備事業（以下、「ＭＩＣＳ」）、

下水道と農業集落排水施設との接続（以下、

「農集接続」）、下水道と漁業集落排水施設

との接続（以下、「漁集接続」）の 4 事業に

ついて実施している 168 箇所を対象とし、166

箇所（残り 2 箇所は事業未完了）より有効回

答があった。アンケート結果については、特

に導入検討において参考となる導入効果お

よび導入の留意事項を抽出して表-2 に示しており、効果については、建設・維持管理コストの削減が、課題につ

いては、スクラムにおいては、自治体間の調整が難しいこと、農集接続・漁集接続においては、補助金で設置し

た施設の取り扱い（いわゆる適化法上の取り扱い）を含めた十分な事前調整の必要が挙げられている。

２－３．住民の意向の把握について 

下水道事業は、下水道が供用された地域の住民に対して、下水道への接続など直接的な費用負担を強いるもの

であり、構想等の早い段階から情報提供を行い、住民と認識を共有することが重要であることから、構想案を公

表するなどして、住民意向の把握に努めることとした。また、住民意向の把握・反映方法として、パブリックコ

メント、地元住民説明会、パブリックインボルブメントについて言及するとともに、パブリックコメントおよび

地元住民説明会の実施例を掲載した。

３．改訂マニュアル案について

 見直しのポイントを反映し、可能な限り実際の検討手順に沿った構成と内容とした改訂マニュアル案を作成し

た。現行マニュアルとの比較を図-3 に示す。都道府県構想は、汚水処理施設の整備を計画的、効率的かつ適正に

進めていくために策定するものであり、「汚泥処理の方針」および「維持管理の方針」は、考慮すべき項目であ

るものの、構想段階では必ずしも方針決定できないとの意見が検討会で多数あり、それを反映してマニュアル参

考編に記載することした。

 改訂概要については以下のとおりであり、第１章 総論では、構想の点検と見直しについて、将来と実態に差

異が生じることなどを踏まえ、定期的（5 年を基本とする）に内容の点検を行い、点検結果のほか、社会情勢の変

化等に合わせて、都道府県構想の見直しを適宜行うものとした。また、都道府県構想策定フロー（例）を見直し、

住民意向の把握を進める観点から住民意向の把握・反映および住民への計画案の公表を追加するとともに作業実

表-1 連携アンケート概要

表-2 連携アンケート結果概要

項事意留のてったあに入導果効入導

・各事業とも建設・維持管理コスト縮減に大きく寄与 ・スクラムは、自治体間の事業ペースの調整に留意が必要

・スクラムとＭＩＣＳ事業は、維持管理の効率化と
  汚泥有効利用や公共用水域保全に寄与

・ＭＩＣＳ事業は、周辺住民へのコンセンサスを得る
  とともに、省庁間の事前調整等が必要

・スクラムは、自治体間の協力意識と職員のスキル向上
  に寄与

・農集・漁業集接続は、省庁間の事前調整等を十分に
  行うことが必要

・ＭＩＣＳ事業は、遠方監視等による故障時への
  即時対応と維持管理の質的向上に寄与

・農集・漁集接続は、同一料金化及び早期供用開始に寄与

アンケート期間  平成19年2月1日～2月13日

 スクラム：対象28箇所　有効回答28箇所

アンケート対象 ＭＩＣＳ：対象63箇所　有効回答63箇所

と有効回答数  農集接続：対象62箇所　有効回答61箇所

 漁集接続：対象15箇所　有効回答14箇所

        *平成18年度末での事業実施団体を対象とした。

 導入事業名、導入時期、対象事業、導入施設

アンケート項目  導入背景、導入効果、費用効果

 導入の課題、その他（協議を行った関係部局）

 事業間連携の概略図　
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態に合わせたフローとした。

 第２章 基礎調査においては、フレーム値等

の予測について、目標年次における人口、家屋

数、汚水量原単位の予測方法について、参考資

料を交えて記載した。

 第３章 検討単位区域の設定、第４章 処理

区域の設定については、構成の見直しを行い、

検討単位区域の設定（現況の家屋配置にて行う

検討）までの手順を第３章に記載し、集合処理

と個別処理の判定（将来家屋配置にて行う検討）

については第４章での記載とすることで、各章

での記載内容の明確化を図った。また、経済性

の判定には、可能な限り地域の実情に応じて算

出した数値を用いて行うものとしているが、マ

ニュアルの費用関数を利用するケースも多いこ

とから、関数の見直しを行うとともに、設定方法について記載した。第４章については、地域特性、住民の意向、

既存施設状況等を考慮した集合処理区域等の設定について、集合処理区域、個別処理区域の設定にあたっては、

経済性の比較による判定を基本としつつ、各地域において実際に汚水処理施設を整備する際に支障となる課題（地

域特性）や施設整備に対する地域住民の意向、既存施設の設置状況当を総合的に考慮する必要があることを記載

した。

 第５章 整備手法の選定においては、事業間連携の検討について、事業の紹介、事例アンケートの紹介を加え、

効率的な汚水処理施設の整備にあたっては、各施設の進捗や維持管理状況等を踏まえ、事業間連携を検討するこ

とが重要であることを記載した。

 第６章 段階的整備の方針においては、下水道経営の長期見通しを踏まえた実施可能事業量の検討について、

適切な財政見通しに基づいて検討を行うことを記載した。

 第７章 住民の意向の把握においては、見直しのポイントを反映し、構想や計画等事業の早い段階から住民と

認識を共有することが重要であることから住民の意向の把握に努めることを記載した。

４．まとめ

都道府県構想策定マニュアル案は、「①人口減少に対応した内容の見直し、②汚水処理施設間などの連携手法

について、③住民の意向の把握について」の３つをポイントとして見直しを行い、改訂マニュアルが平成 20 年度

に出版される予定である。

参考文献

1)社団法人日本下水道協会：効率的な汚水処理施設整備のための都道府県構想策定マニュアル（案）、平成 13 年

2)国土交通省 都市・地域整備局 下水道部：人口減少下における下水道計画手法のあり方について（概要）、

国土交通省 HP、http://www.mlit.go.jp/common/000012693.pdf

＜現行マニュアル構成＞ ＜改訂マニュアル案構成＞
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↓↓
査調礎基　章2第査調礎基　章2第
↓↓

第3章　集合処理区域の設定 第3章　検討単位区域の設定
↓↓

第4章　処理区の設定 第4章　処理区域の設定
↓↓

第5章　汚泥処理の方針 第5章　整備手法の設定
↓↓

第6章　維持管理の方針 第6章　段階的整備の方針
↓↓

第7章　整理手法の選定 第7章　住民の意向の把握
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第8章　段階的整備の方針 Ⅱ参考編

第1章　汚泥処理の方針

第2章　維持管理の方針

図-3 現行及び改訂マニュアル案の構成比較
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主要課題（5項目）
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技術開発項目
（32項目）

技術開発項目
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技術開発項目
（32項目）

技術開発項目
（32項目）

技術開発項目
（32項目）・・・
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技術開発要素

図-1 下水道技術五箇年計画の構成
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３．社会動向と技術計画 

３．１ 他の基本計画との関係 

第 3 次技術計画策定後の政策目標の変化の有無を調べるために、この計画の策定以降に提言された下水道政策

研究委員会の下水道ビジョン 2100および社会資本整備審議会下水道小委員会報告 3) の内容との関係について調べ

た。この結果を表-1、2 にそれぞれ示す。いずれの関係においても、第 3 次技術計画は、各提言・報告で示された

施策内容を概ね網羅していた。今後はこの関係をより精密に分析し、各機関の役割分担を明確化するなどした上

で、技術開発のプライオリティを明示することが重要と考えられる。

なお、表-2 に示した下水道ビジョン 2100 との関係においては、第 3 次技術計画で掲げられた「(26) 経済的で迅

速な下水道施設建設技術」に完全一致する提言が存在しなかったが、これは現在「未普及解消クイックプロジェ

クト」として鋭意取り組まれている状況である。

３．２ 社会情勢の変化への対応 

表-3 は、第 3 次技術計画策定後に起きた下水道に関係する主な社会の出来事と、国土交通省が講じた施策（下

水道関係のみ）を整理したものである。これを踏まえ、計画策定当初は想定されなかったが、結果的に取り組む

ことが重要であった項目について考察する。

平成 16 年の中越地震ならびに平成 19 年の能登半島地震および中越沖地震といった地震災害や、平成 16 年の福

島・新潟豪雨、平成 17 年の首都圏豪雨といった水害など、大規模な災害がコンスタントに発生している。特に地

震災害に関しては、第 3 次技術計画に明確に位置づけられておらず、災害が発生した後に緊急的に対応してきた

経緯を踏まえると、今後は地震対策・対応技術を技術計画に位置づけ、戦略的に取り組む必要がある。

また、平成 19 年度の ISO24500s の発行を踏まえ、わが国の下水道・水処理技術の国際的競争力を向上させるた

表-1 下水道技術五箇年計画（縦軸）と社会資本整備審議会下水道小委員会の報告内容（横軸）との関係

①浸水被
害の軽減

②地震対
策の推進

③水系リス
クの低減

①公共用
水域の水
質改善

②健全な水
循環系の
構築

③資源・エ
ネルギー循
環の形成

①公衆衛
生の向上と
生活環境
の改善

②活力ある
暮らしの実
現

①管理の
適正化

②経営基
盤の強化

①執行体
制の確保と
支援体制
の強化

②新技術
開発・導入
の推進

③国際協
力の推進

( 1)流域管理の視点から浸水対策を計画す

る技術 ○ ○

( 2)浸水対策の高度化技術 ○ ○
( 3)地震に強い下水道を構築する技術 ○ ○
( 4)各種リスク物質の監視とリスク評価技術 ○ ○
( 5)各種リスク物質の除去・無害化技術 ○ ○

( 6)汚濁負荷削減に係る経済的手法の導

入技術
○○○

( 7)水循環マスタープラン策定技術 ○ ○ ○
( 8)水循環オープンデータベースの構築技 ○ ○
( 9)水環境への影響を評価する技術 ○ ○
(10)良好な水環境を保全・創出する技術 ○ ○ ○
(11)窒素、りん等を高度に除去する技術 ○ ○
(12)雨天時越流水等の汚濁負荷の削減技 ○ ○ ○
(13)下水処理水の再利用促進技術 ○ ○ ○
(14)下水汚泥減量化技術 ○○
(15)下水汚泥保有エネルギーの高度活用 ○○
(16)下水汚泥の物質資源としての有効利

用技術 ○○

(17)地域社会における有機性廃棄物フロー

の最適化技術 ○○

(18)都市環境の向上のための技術 ○○○○
(19)都市構造の変化に対応した下水道の

高度化技術
○ ○ ○

(20)下水道施設から排出される低位排熱

の地域活用技術
○○

(21)下水処理場消費エネルギーの低減化 ○○
(22)自然エネルギーを活用した下水収集・

処理技術
○

(23)地球温暖化ガスの排出抑制技術 ○○○
(24)エネルギー回収のための都市の有機

資源活用技術
○○○

(25)ライフサイクルコストの低減技術 ○
(26)経済的で迅速な下水道施設の建設技 ○ ○
(27)効率的な施設管理・健全な施設経営の

ための技術 ○ ○ ○

(28)効果的に改築・更新、再構築を行う技 ○ ○ ○
(29)他事業との連携を推進するための技術 ○○○○○

(30)グローバル化のための下水道技術 ○○

(31)国民と協働して事業を実施するための ○○
(32)効率性・説明責任のための事業評価手

法の高度化技術
○ ○ ○

Ⅰ安全で不安のない暮らし

小課題

５．下水道資源の管
理

施策展開における重要な視点安全で安心な暮らしの実現 良好な環境の創造 快適で活力ある暮らしの実現 事業の継続性の確保

主要課題
中課題

Ⅱ美しく持続可能な国土づくり

Ⅴ誰もが社会の一員と実感のできる社会

１２．国民の参画

６．都市再生への対
応

７．地球環境の保全

８．下水道施設の効
率的な整備

９．下水道施設の効
率的な管理

１０．他事業との連携

１１．国際化への対

Ⅲ快適で生活コストの安い暮らし

Ⅳ国際競争力を高め活力ある社会

１．災害に強い都市
づくり

２．水系のリスクマ
ネージメント

３．流域管理による
健全な水循環・良好
な水環境の創出

４．流域の水域を良
好に保全
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め、国として改めて技術戦略を見直すことが不可欠と考えられる。国際化への対応については、第 3 次技術計画

の中の小課題「(30) グローバル化のための下水道技術」にも多少の位置づけがあるが、下水道分野におけるグロ

ーバル化の進展や、昨今の地球環境問題に対する意識の変化に併せ、抜本的な見直しが必要であると考えられる。

４．第3次下水道技術五箇年計画の中間評価 

第 3 次下水道技術五箇年計画の中間評価は、第 2 次下水道技術五箇年計画の評価手法に準じ、図-1 に示される

技術開発項目ごとに、その達成度（A、B または C の三段階評価）を判定することにより行うものとした。

技術開発項目の達成度を判定にあたっては、それぞれの項目の内容を分析しさらに細かい「技術開発要素」を

抽出し、それぞれの「技術開発要素」に対する取り組み状況を文献調査により整理した。文献調査では平成 16 年

表-2 下水道技術五箇年計画（縦軸）と下水道ビジョン 2100 の提言内容（横軸）との関係

機能向上

近自然
水流の
復活・再
生

水質の
保全

水利用
の自立
性向上

人に優し
い水環
境の創
出

潤いの
ある水緑
空間の
創出

水緑コ
ミュニ
ティの創
出

公衆衛
生の向
上

新たな
浸水対
策の展
開

雨水・再
生水・浸
水等の
防災へ
の活用

地域自
然生態
系の保
全・再生

下水道
施設の
省エネ
ルギー
対策

エネル
ギーの
処理場
内の活
用

下水道
汚泥の
有効活
用

希少資
源等の
回収・活
用

都市排
熱の回
収・活用

下水道
施設を
核とした
地域エ
ネル
ギー供
給システ

下水道
施設に
おける温
室効果
ガスの
削減

バイオマ
スによる
温室効
果ガス
の削減

下水熱
利用によ
る温室
効果ガ
スの削
減

電力供
給システ
ムの改
善による
温室効
果ガス
の削減

消化ガ
スの車
社会へ
の供給
による温
室効果
ガスの

事故の
未然防
止対策

地震対
策

地域の
防災機
能の強
化

施設空
間の多
目的利
用

地域情
報化

機能維
持・更新
の効率
化下水
道マネジ
メント

( 1)流域管理の視点から浸
水対策を計画する技術

○ ○ ○ ○ ○

( 2)浸水対策の高度化技術 ○ ○ ○ ○ ○
( 3)地震に強い下水道を構
築する技術

○ ○ ○ ○ ○ ○

( 4)各種リスク物質の監視と
リスク評価技術

○○○ ○ ○

( 5)各種リスク物質の除去・
無害化技術

○○○

( 6)汚濁負荷削減に係る経
済的手法の導入技術

○

( 7)水循環マスタープラン策
定技術

○○○○

( 8)水循環オープンデータ
ベースの構築技術

○○○○○○○

( 9)水環境への影響を評価
する技術

○○○○○

(10)良好な水環境を保全・
創出する技術

○○○○○

(11)窒素、りん等を高度に
除去する技術

○○

(12)雨天時越流水等の汚濁
負荷の削減技術

○○

(13)下水処理水の再利用促
進技術

○○○○○○

(14)下水汚泥減量化技術 ○○○
(15)下水汚泥保有エネル
ギーの高度活用技術

○○○○

(16)下水汚泥の物質資源と
しての有効利用技術

○ ○

(17)地域社会における有機
性廃棄物フローの最適化技

○

(18)都市環境の向上のため
の技術

○○○○○ ○ ○

(19)都市構造の変化に対応
した下水道の高度化技術

○○○○○ ○

(20)下水道施設から排出さ
れる低位排熱の地域活用

○○○○

(21)下水処理場消費エネル
ギーの低減化技術

○

(22)自然エネルギーを活用
した下水収集・処理技術

○○○

(23)地球温暖化ガスの排出
抑制技術

○○○○○○○

(24)エネルギー回収のため
の都市の有機資源活用技

○○○○○

(25)ライフサイクルコストの
低減技術

○

(26)経済的で迅速な下水道
施設の建設技術
(27)効率的な施設管理・健
全な施設経営のための技術

○ ○

(28)効果的に改築・更新、
再構築を行う技術

○

(29)他事業との連携を推進
するための技術

○○○○○○○

(30)グローバル化のための
下水道技術

○ ○ ○

(31)国民と協働して事業を
実施するための技術

○ ○

(32)効率性・説明責任のた
めの事業評価手法の高度

○

５．下水道資源の
管理

６．都市再生への
対応

施設活用

生再設施ちみの源資
自立する資源のみち 保確全安ちみの源資いし優ちみの源資すか活活かす水のみち

水のみち

主要課題
中課題

小課題

優しい水のみち 衛る水のみち

Ⅰ安全で不安のない暮らし

１．災害に強い都
市づくり

１１．国際化への
対応
Ⅴ誰もが社会の一員と実感のできる社会

２．水系のリスクマ
ネージメント

Ⅱ美しく持続可能な国土づくり

３．流域管理によ
る健全な水循環・
良好な水環境の創
出

４．流域の水域を
良好に保全

７．地球環境の保
全

Ⅲ快適で生活コストの安い暮らし

１２．国民の参画

８．下水道施設の
効率的な整備

９．下水道施設の
効率的な管理

１０．他事業との連
携の推進

Ⅳ国際競争力を高め活力ある社会

表-3 第 3 次下水道技術五箇年計画の計画期間（平成 16～19 年度）における主な出来事と講じられた施策一覧

項目 平成16 成平度年 17 成平度年 18 成平度年 19年度

主な出来事
下水道政策の流

れ

・福井・新潟豪雨
・中越地震
・LOTUSプロジェクト

・下水道法改正
・下水道ビジョン2100
・首都圏豪雨
・第4回世界水フォーラム

・「下水道による都市浸水対策の新た
な展開」発表
・社会資本整備審議会下水道小委員
会設置

・能登半島地震、中越沖地震の発生
・ISO24500s発行
・下水道中期ビジョン

講じられた施策

(1)流総計画調査費補助の拡充等
(2)浸水被害緊急改善下水道事業の
創設
(3)合流式下水道緊急改善事業の拡
充

（1）汚水処理施設整備交付金
（2）高度処理共同負担事業の創設
（3）広域的な浸水対策の推進
（4）浸水被害緊急改善下水道事業の
拡充

（1）下水道総合浸水対策緊急事業の
創設
（2）下水道地震対策緊急整備事業の
創設
（3）高度処理共同負担事業に係る国
庫補助対象範囲の拡充
（4）新世代下水道支援事業制度の拡
充
（5）都道府県過疎代行制度の拡充

（1）未普及解消QP
（2）下水道総合浸水対策緊急事業の
拡充
（3）都市水害対策共同事業の創設
（4）合流式下水道緊急改善事業の拡
充
（5）下水道施設を活用した地域バイオ
マスの利活用の推進
（6）下水道による積雪対策の推進
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2.2 アンケート回収結果 

 アンケート調査は、1,598 団体（市町村，都道府県の流域事務所および一部事務組合）から回答を得た。表－2

に全国の布設年度別集計結果を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－1 アンケート調書

）繕修（）築改（）繕修（）築改（）繕修（）築改（

020202653,3577,1448,6319,7明不明不

1905 明治38年

・ ・

・ ・

1955 昭和30年

・ ・

・ ・

090303838091,4年25和昭7791
02570656527,1526,8年35和昭8791

042078053,4年45和昭9791 45
022379,1568,9年55和昭0891 30
03017,2055,31年65和昭1891 25 30

03641,3375,1568,7年75和昭2891
03021,01035,2056,21年85和昭3891

・ ・
・ ・

2005 平成17年 898 7,184 240 110
計 69,906 19,063 22,225 240 110 3,941 110 185 60 0 0 20 75 75 0 0 0 0

西暦 和暦 ｺﾝｸﾘｰﾄ管 陶管 塩ビ管
更生管
（改築）

更生管
（修繕）

その他 ｺﾝｸﾘｰﾄ管 陶管 塩ビ管
更生管
（改築）

更生管
（修繕）

その他

03109051002,6006年81成平6002

更生管
その他

布設年度
管理残存延長 （単位m 整数）

（H18年度末時点）
改築（または廃止）された延長 （単位m　整数）

（H18年度発注工事）
修繕されたスパン延長 （単位m　整数）※

（H18年度発注工事）

西暦 和暦 ｺﾝｸﾘｰﾄ管 陶管 塩ビ管 ｺﾝｸﾘｰﾄ管 陶管 塩ビ管
更生管

その他その他 ｺﾝｸﾘｰﾄ管 陶管 塩ビ管
更生管

未
製
造

051計長延繕修記上573計長延）止廃はたま（築改記上584,511計長延存残理管記上

布設年度
新設延長 （単位m 整数）

（H18年度発注工事）
改築延長 （単位m 整数）

（H18年度発注工事）
修繕延長 （単位m 整数）

（H18年度発注工事）

更生管（修繕）

051計長延繕修

未
製
造

未
製
造

未
製
造

未
製
造

未
製
造

073計長延築改記上008,6計長延設新記上

H18年度工事の改築前の管種・

布設年度ごとの延長を記入
H18年度工事の修繕前の管種・

布設年度ごとの延長を記入

H18年度工事の

改築後の管種ごとの延長
H18年度工事の

修繕後の管種ごとの延長

長延繕修長延築改長延存残長延繕修長延築改長延存残長延繕修長延築改長延存残

不明 - 18,769,941 103,439 5,106 1939 67 52,368 2,230 0 1974 32 4,560,509 10,275 1,228

1905 101 0 0 0 1940 66 110,871 3,917 104 1975 31 4,233,099 4,076 1,287
1906 100 340 0 0 1941 65 50,206 1,029 0 1976 30 4,291,276 4,697 765

1907 99 0 0 0 1942 64 19,569 0 0 1977 29 4,960,789 5,584 247
1908 98 307 0 0 1943 63 10,128 0 0 1978 28 6,039,640 4,298 416

1909 97 926 0 0 1944 62 6,701 14 0 1979 27 6,360,393 7,698 323
1910 96 2,518 0 0 1945 61 37,050 301 0 1980 26 6,445,786 3,631 258

1911 95 1,529 0 0 1946 60 11,016 209 0 1981 25 7,011,422 4,347 141

1912 94 1,739 0 0 1947 59 10,384 717 0 1982 24 7,505,275 3,885 241
1913 93 92 0 0 1948 58 14,691 0 0 1983 23 7,778,181 4,282 351

1914 92 6,749 0 0 1949 57 48,030 831 0 1984 22 8,093,164 2,787 587
1915 91 27 0 0 1950 56 301,538 7,856 0 1985 21 8,618,809 2,556 66

1916 90 88 0 0 1951 55 133,971 1,636 0 1986 20 9,329,234 4,733 80
1917 89 140 0 0 1952 54 193,790 2,359 0 1987 19 10,634,423 4,662 833

1918 88 148 41 0 1953 53 259,237 6,193 0 1988 18 11,116,408 3,737 948
1919 87 1,393 65 0 1954 52 232,739 3,200 0 1989 17 12,433,748 2,367 591

1920 86 178 0 0 1955 51 370,038 7,806 256 1990 16 11,479,547 2,165 375

1921 85 408 0 0 1956 50 381,204 7,171 0 1991 15 10,981,168 1,061 200
1922 84 21,467 371 0 1957 49 427,219 8,335 3 1992 14 11,572,554 991 213

1923 83 8,475 159 0 1958 48 505,720 5,570 85 1993 13 13,227,743 1,628 194
1924 82 18,107 811 0 1959 47 482,140 4,551 30 1994 12 12,475,871 2,019 152

1925 81 55,666 104 0 1960 46 843,040 8,351 1,448 1995 11 13,956,777 3,555 58
1926 80 128,887 2,428 0 1961 45 726,109 6,525 169 1996 10 13,665,022 2,453 198

1927 79 55,598 2,633 0 1962 44 1,441,855 7,723 966 1997 9 13,517,076 4,446 585
1928 78 70,597 1,909 0 1963 43 1,025,272 2,945 438 1998 8 15,780,525 3,339 219

1929 77 95,784 1,196 0 1964 42 1,376,271 6,410 174 1999 7 15,419,459 2,883 0

1930 76 156,714 2,664 54 1965 41 1,528,123 10,983 350 2000 6 15,171,636 1,441 126
1931 75 99,251 4,204 0 1966 40 1,855,492 10,441 738 2001 5 13,978,614 1,499 80

1932 74 110,420 4,350 0 1967 39 2,042,324 7,726 403 2002 4 13,120,581 896 999
1933 73 164,901 3,499 0 1968 38 2,424,222 5,784 117 2003 3 12,259,016 826 685

1934 72 189,326 5,231 0 1969 37 2,655,391 9,251 2,284 2004 2 11,360,563 2,333 1,568
1935 71 184,519 6,798 0 1970 36 3,355,378 8,769 880 2005 1 9,945,057 4,249 1,646

1936 70 152,869 3,319 0 1971 35 4,152,749 9,319 2,323 2006 0 9,495,939
578,538,393978,2297,8958,836,44327910916,4158,732967391

410,53783,434639,933,483745138,9679,496,43337910373549,06868391

布設年度
（西暦）

管齢
合計（m）合計（m）

H18年（2006）まで合計

H17年（2005）まで合計

布設年度
（西暦）

管齢
合計（m） 布設年度

（西暦）
管齢

表－2 全国布設年度別集計結果
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図－4 改築される前の管種割合
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2

図－1 本管布設経過年数ごとの陥没件数
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図－3 陥没発生月ごとの陥没件数
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図－6 布設経過年数と管渠100kmあたりの陥没件数の関係
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容内トーケンア象対

大都市
18都市

○浸透能力の経年低下に関する調査
－浸透能力経年調査状況（調査方法・調査年月日・天候・水温・調査
結果等）
－維持管理状況（維持管理方法・頻度・状況等）
○浸透施設に関する調査
－浸透施設の種類（種類、形状、設置年度等）
－施設の設置条件（設置場所、地質、地下水位、周辺の土地利用等）
－浸透能力の評価手法（浸透量算出式、目詰まり等の係数等）

6.効率的な都市雨水対策の計画手法に関する調査

下水道研究室 室   長 榊原 隆

研 究 官 遠藤 淳

研 究 官 田本 典秀

１．はじめに

都市における雨水の浸透は、表面流出量の減少による治水上の効果のみならず、合流式下水道雨天時越流水も

しくは面源負荷といった降雨に由来する水質汚染の緩和、または、枯渇した湧水の復活に代表される水循環の健

全化など多面的な効果が期待されている。この雨水浸透の実績は古く、例えば東京都が 1980 年代に練馬区などで

導入した「雨水流出抑制型下水道」1) や、1981 年に住宅公団（当時）が昭島つつじヶ丘ハイツで試みた事例 2) な

どが初期の代表的な事例として知られている。これらの実績を通じ、今日、雨水貯留浸透はある程度確立された

技術として認知され、技術指針 3) ・マニュアル 4) も整備された。しかし、これらは主に治水または水文学上の効

果に関して議論されたものである。雨水浸透に関しては依然として不明な点が多く、これが普及に際しての懸念

材料になっているのも現状である。

今後雨水浸透をより一層普及させようとする場合には、メリットだけでなく、懸念材料を併せて議論すること

で普及によるリスクを限定しておく必要がある。現在下水道分野で雨水浸透に対して抱かれている主な懸念材料

は大きく、①「治水上の効果の不確実性」と、②「地下水・土壌などに対する環境影響」の二つに収斂されると

思われる。本調査の目的は、これらの懸念材料について、定量的なデータを獲得し、それを明示することにより、

雨水浸透の導入に伴うメリットとリスクを明確にしようとするものである。

平成 19 年度の研究内容として、懸念材料①については、大都市の担当部局に対してアンケート調査を行い、雨

水浸透施設の能力に関する経年的なデータを得て、この分析を試みた。一方、懸念材料②に対しては、雨水浸透

施設の設置により懸念される土壌・地下水への環境影響を明らかにするため雨水浸透施設を配置したライシメー

タを製作した。このライシメータに路面排水を模した「人工路面排水」を繰り返し流入させて浸透水の水質デー

タを得た。

２．雨水浸透施設の経年的な能力変化に関する調査

２．１ 調査方法

 既往の調査データの収集を目的として、大都市 18 都市を対象に、浸透能力の経年変化を調査した事例について、

平成 19 年 8 月にアンケート調査を実施した。その概要は、表-1 に示すとおりで、浸透能力の経年変化を調査した

施設について、浸透能力経年変化データ、維持管理データ、施設諸元等についてデータ収集を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

表-1 アンケート概要 
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なお、項目ごとにライシメータ通過前後の水

質変化の特性は異なり、図-13 に示されるとお

り、例えば NO3 は流入水の濃度に応じて流出水

濃度が変化しているように見えるが、Br では流

入水の濃度に関わらず流出水の濃度は 0.2 ppm

前後であった。

TOC の濃度については、図-14 のとおりとな

った。実験が進むにつれ、流出水の濃度が漸減

する傾向が見られた。

２）重金属 

表-6 は加速実験全体でアンサンブル平均さ

れた重金属濃度を示す。Al、Fe、Cu および Zn

については、流入水濃度に対して流出水の濃度

表-5 陰イオン濃度（加速実験全体のアンサンブル平均）

F Cl NO2 Br NO3 PO4 SO4
流入水 0.22 45.6 0 0.21 17.5 0.68 21.9
流出水 0.20 9.7 0.0010 0.21 2.2 0.23 1.9

単位：ppm
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    図-13 流入水濃度と流出水濃度の関係           図-14 TOC 濃度の変化

（左：硝酸イオン、右：臭素イオン）

表-6 重金属濃度（加速実験全体のアンサンブル平均）

Al Mn Fe Cu Zn Cd
流入水 802.0 19.0 938.2 14.1 95.1 0.03
流出水 5.9 118.6 18.8 0.8 2.6 0.07

単位：ppb
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図-15 重金属濃度の変化（左：亜鉛、右：銅）
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7.都市雨水対策における観測技術の戦略的活用に関する調査

下水道研究室 室   長 榊原 隆

研 究 官 遠藤 淳

研 究 官 田本 典秀

１．はじめに

平成 17 年度に下水道政策研究委員会浸水対策小委員会にて「都市における浸水対策の新たな展開」が提言され

た。この中では、既往最大級の降雨に対応するために、ハード施設のみでなく、ソフト・自助の促進による被害

の最小化が目標として位置づけられ、「投資余力が限られてくる状況において、安全性を緊急に確保するために

は、多様な主体との連携の一層の強化を図りながら、住民と目標を共有しつつ、ハード整備の着実な推進とあわ

せて、自助並びにそれを促すためのソフト対策を組み合わせた総合的な施策を推進していくべきである。」との

浸水対策の目指すべき方向性が提言されている 1)。

この提言を踏まえ、本調査では、「水害時の情報提供方策に関する調査」および「都市雨水流出調査」を実施

している。

前者は、例えばポンプ場運転情報、管渠内水位の情報提供等、自助を促進するソフト対策について、自治体と

協力して情報ニーズの分析等を行い、浸水情報提供システムの構築を行うとともに、構築過程から得られる知見

をまとめてマニュアル化することで、下水道政策研究委員会提言の具現化に資するものであり、本年度は情報ニ

ーズ分析等についてアンケートを実施した。

後者は、下水道排水区 2 箇所において雨水流出モニタリングを実施し、長期にわたる流量データを蓄積するこ

とにより、豪雨時の雨水流出の特性を踏まえた雨水排除計画のあり方を検討するものであり、モニタリングは平

成 17 年度から 3 年が経過し、一定量のデータが蓄積されたことから経過を報告するものである。

２．水害時の情報提供方策に関する調査

２．１ 調査方法

 水害時の情報提供方策に関して情報ニーズの

把握を主な目的として大都市 18 都市を対象に

アンケートを実施した。アンケート概要につい

ては表-1 に示すとおりで、今回の主目的である

「③自助を促進するために必要な情報につい

て」に関しては、降雨量・下水道管水位情報・

ポンプ稼動情報・内水ハザードマップ・その他

（自由記入）の 5 項目からの選択方式（複数回

答可）とした。 

 

２．２ 調査結果

 アンケート結果については、集計が可能なものについては表-2 に示す。18都市のうち14都市と約 8 割の自治

体で情報提供は行われていた。 

自助に必要な情報としては、降雨量が 18 都市のうち 16 都市と約 9 割の都市で必要であるとの回答があり、内

容内トーケンア象対

大都市
18都市

①情報提供の実施事例
　・内容・住民の情報利用方法（自助の促進方法）・実施効果
②情報提供の実施予定
　・内容・住民の情報利用方法（自助の促進方法）・予定のない理由
③自助を促進するために必要な情報について
　・必要な情報・その理由
④総合的な情報提供について
　（下水道・河川との連携した情報提供へ向けた意見）
⑤ハザードマップの作成・公表状況について
　・公表状況・公表しない理由
⑥水防体制について

表-1 アンケート概要 
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①冊子等 ②ホームページ等 ③特定地域放送 ④テレビ局等

提供可能情報種別
履歴情報 履歴情報

現況値 現況値 現況値

受益者数はPR次第 実質的受益者小
情報提供の効果があ

る受益者多
受益者大

大

小

情報提供手段とその即効性および受益者の特性

　　　　簡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 難
情報提供手段

情
報
の
重
要
度

②内水ハザードマップ

　　　　少　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 多

受益者の特性

①浸水実績図

③下水道幹線の水位情報

④雨量情報（ポンプ稼動状況）

レベル０
(下水単独)

レベル２
(下水単独)

－
（対象外）

－
（対象外）

レベル１
(下水単独)

レベル３
(連携)

レベル４
(連携)

-1

2 1 2

-5 4)

CTI RT-510 1 0.5 mm 1

400m

1

1

10 1

19

-5

ha

A 2.06 65% 

B 6.98 98% 
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8.未普及解消プロジェクトに関する調査 

 

        下水道研究室 室   長 榊原  隆 

         研 究 官 深谷  渉 

         研 究 官 遠藤  淳 

        下水処理研究室 室   長 南山 瑞彦 

         主任研究官 平山 孝浩 

 

１．はじめに 

 2006年度末（平成19年3月31日現在）の下水道処理人口普及率は７割に達しているものの、下水道計画区

域にありながら未だに下水道が整備されていない、いわゆる下水道未普及人口は2000万人以上に上る。人口減少、

高齢化の進展、厳しい財政事情といった整備を進めていく上での難しい問題を抱えている地方公共団体も多く、

いかに早急かつ効率的な整備を行うかが課題となっている。 

 国土交通省下水道部では、2006年 9月に『未普及解消クイックプロジェクト』（以下、「ＱＰ」という。）を発足

させ、①人口減少下における下水道計画手法の確立、②地域特性を踏まえた新たな整備手法の導入、③農業集落

排水・浄化槽等他の汚水処理施設との一層の連携強化、により早期に低コストかつ手戻りのない未普及解消方策

の確立を図っている。 

 この内、②に関して、地方公共団体が提案し、国土交通省が技術的・財政的支援を行う「未普及解消クイック

プロジェクト社会実験」が2007年 6月に公表され、スタートした。2008年 3月末現在、提案された下記の６つの

技術について、９市町が社会実験を実施中である。 

① 管きょの露出配管 

② 改良型伏越しの連続採用 

③ 道路線形に合わせた施工 

④ 発生土の管きょ基礎への利用 

⑤ 流動化処理土の管きょ施工への利用 

⑥ 工場製作型極小規模処理施設 

ＱＰでは、新たな技術を提案した地方公共団体が、実施設を利用した社会実験を実施する。社会実験では、様々

な観点から提案技術の性能評価を行い、より多くの公共団体において提案された技術の採用が可能になるように

問題点の整理及び改良を行うこととなっている。 

国土技術政策総合研究所（以下、「国総研」という。）では、社会実験を実施する地方公共団体が円滑に実験を

進められるよう、性能評価項目や評価手法の提案・助言などの技術的支援を行っている。 

また、現在提案されている技術以外の技術についても、随時、事前相談に応じている。 

 本報告書は、平成19年度における事業進捗状況及び国総研が実施した技術支援の内容について取りまとめる。 

 

２．平成19年度の活動内容 

 平成 19 年度は社会実験の初年度ということもあり、モデル市町村としての国の事業採択を受けた９市町（表－

１参照）は、社会実験を行う実施設の設計及び施工を進めるとともに、建設コストの縮減効果確認及び性能評価

に向けた検証項目について検討した。平成19年度末現在の、モデル市町における進捗は表－２の通りである。 
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 阿原地区 平地地区 

 地宅住 地宅住 途用地土

接続家屋 １１軒接続（30％） ３６３軒接続（60％） 

供用開始 平成17年３月31日 平成15年３月31日 

清掃実績 なし（３年経過） １年前に清掃 

管渠種別 VUφ150（分流汚水） VUφ300（分流汚水） 

伏越延長 L=８．４ｍ L=１４．５ｍ 

 ｍ86.1=H ｍ64.0=H 差落越伏

 °54 °54 度角トンベ
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9.再生水利用の促進に関する調査

 下水処理研究室  室   長 南山 瑞彦 

             主任研究官 小越眞佐司 

                                                     研 究 官 山縣 弘樹            

研 究 官 山中 大輔 

                                             

 

      

 

１．目的及び経緯 

都市内部に存在する水資源を活用する観点や、ヒートアイランド対策としての打ち水利用の様な新たな用途が

期待されるなど、再生水利用の重要性が指摘されているが、利用水量は下水処理水全体の２％未満の状態に留ま

っている。下水処理水を直接再利用することが進まない原因は、その費用と効果を地方公共団体や地域住民等に

分かりやすく提示できていないため再生水利用の実施について合意形成が図られにくいこと、地域の実情に応じ

た再生水利用の導入手法が明らかとされていないこと等と考えられている。また、地域の人々が身近に感じられ

る再利用用途である修景用水利用では、藻類の付着や繁茂によって外観が悪化して再利用のイメージを低下させ

る場合があり、直接接触に伴う衛生学的リスク削減と共に藻類対策は重要な課題であると考えられる。以上のこ

とから、再生水利用の定量的な評価手法および地域の実情や用途に応じた導入手法を確立する必要がある。 

本調査では、平成１７年度から、水生生物を利用した修景水路等における付着性藻類制御手法を検討するため、

「水生生物の藻類捕食の利用に関する検討」を開始した。平成１８年度からは、処理水再利用に係る整備と維持

管理の費用をあきらかにするため、「モデル検討による再生処理費用関数の導出」を開始した。また、平成１９年

度には「再生水利用の促進に向けた課題の検討」を行い、既存の費用対効果の算定方法と共にとりまとめを行っ

た。 

 

２．調査結果の概要 

２．１ 水生生物の藻類  

捕食の利用に関する検討 

 金魚、ミナミヌマエビ、 

イシマキガイ、プレコ、 

オイカワを対象生物とし 

て、人工水路に藻類が均 

等に付着した陶器板を並 

べ、生物投入後の藻類付 

着量の変化、生物量の変 

化を測定し、付着性藻類 

の捕食性を検討した。 

その結果、プレコ、ミ 

  ナミヌマエビおよびイシ 
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100

0 20 40 60 80 100 120

固体密度（個体数/水槽）

付
着

藻
類

捕
食

率
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)

ミナミヌマエビ イシマキガイ オイカワ

   

図－１ 個体密度と付着藻類補食率の関係
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  マキガイは高い付着藻類捕食

性を示し、オイカワがこれに次

ぐ捕食性を示した。プレコは熱

帯性の魚類で四季のある日本の

屋外での適用は困難であるため、

金魚とプレコを除く３種につい

て自然条件に近い人工水路で固

体密度を変えて実験を行った結

果、図－１に示す通り、ミナミ

ヌマエビとイシマキガイは 90%

以上、オイカワは 80%以上の付

着藻類捕食率を達成できる生息

密度条件があることが判明した。 

２．２ モデル検討による再生 

処理費用関数の導出 

  平成１８年度に代表的な再生 

処理プロセスの建設と維持管理費用を推定し、ライフサイクルコストとして再生水1m3製造に必要な費用を求

めた。平成１９年度には再生処理の前段の通常処理である標準活性汚泥法とＯＤ法について、ライフサイクル

コストの規模関数を求めた。また、再生水利用区域内への送水費用を含む再生水利用のライフサイクルコスト

について、地域特性の異なるケースを仮定して試算を行い、再生処理施設の分散配置と集中配置を比較した。 

 この結果を基に、通常処理を含む再利用に係るライフサイクルコストを試算すると、１万 m3/d 程度の下水

処理場で 5000m3/d 規模の再利用を行う場合から、ろ過またはＭＦ膜処理法による再生処理では水道給水原価

（175円/m3）より安価になると推定されたが、活性炭吸着を行う場合は下水処理場規模が50万 m3/d程度にな

らないと水道給水原価を下回らないことがわかった。再生処理プロセスのみのライフサイクルコストは、図－

２に示す通りであり、ろ過＋活性炭の場合でも１万m3/d以上であれば水道原価を下回ると推定された。 

 ２．３ 再生水利用の促進に向けた課題の検討 

 下水処理水の発生量が多い大都市で仮に水洗用水が全て再生水で賄われたとしても、節水型機器の普及等に

より、再利用率は１５％程度以下に止まると推定された。再生水利用率を高めるためには、ヒートアイランド

対策や雨天時汚濁排出量削減等、都市特有の環境問題解決のための新たな再生水用途の開発に加え、再利用に

よる水供給の安定化、供給源である河川等の自然環境保全への寄与、及び都市から水域への総排出汚濁負荷削

減、等の副次的効果を含めて総合的に評価し、その用途を拡大する必要がある。 

 

３．まとめ 

 再生水の修景用水利用を促進する上で重要な課題である水路の付着藻類対策については、水生動物を利用する

ことで制御できる可能性のあることが明らかになった。また、モデル検討による再生 処理費用関数の導出の結果、

再生水製造原価は利用量が多いと安価になり、大規模施設では活性炭吸着処理を行う場合を除くと上水より安価

に供給可能であった。しかし、供給距離が長くなると移送に要するコスト・エネルギーが高くなるので、処理施

設近傍での用途拡大が必要である。エネルギー消費密度が高い大都市では排熱によるヒートアイランド現象等に

より環境が悪化しており、都市環境改善のための新たな用途への利用や環境改善効果を含む総合的な評価をする

ことが今後の課題であると考えられる。
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図－２ 再生処理原価推定結果
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は I 浄化センター近傍の最終処分場までを仮定した。埋立に係る CO2排出原単位は、最終処分場はモデル設計を行

い、処分場施設の建設段階や浸出水処理などの維持管理段階にわたる環境負荷の積み上げを行うことにより作成

した。焼却に係る CO2排出原単位は、他市の実機（乾燥機付き流動層炉）に LCI 分析を適用することにより作成

した。

3.2 分析結果

各シナリオを対象に LCI 分析を用いてライフサイクル二酸化炭素等価排出量（LC-CO2）を算出した結果を図３

に示す。

LCI 分析の結果、LC-CO2は、scenario 2（汚泥のセメント資源化）が最も低かった。セメント焼成（燃料の使用

等）における温室効果ガスの排出は、この比較評価のシステム境界外としたことの影響が大きいからだと考えら

れる。セメントは、下水を含む様々な廃棄物を原材料として受け入れて製造されており、下水汚泥を受け入れな

くとも既存のセメント製造施設は稼動しており温室効果ガスを排出している。このケーススタディで対象とした

汚泥量より多くなり、もしセメント会社が受け入れ可能な量を超えた場合にはシステム境界内に含める必要があ

ると考えられる。

コンポスト化（scenario 1)と埋立（scenario 3 および 4）との LC-CO2の比較では、コンポスト化の方が少なかっ

た。これは、一般肥料の使用を減らす下水汚泥コンポストの効果によるものと考えられる。また、汚泥コンポス

トによる通常肥料使用量の軽減効果は、セメント資源化の節減効果よりも大きかった。

脱水汚泥の埋立の LC-CO2（scenario 3）は焼却汚泥の埋立（scenario 4）より低かった。これは焼却過程に伴う温

室効果ガスの排出量よりも脱水汚泥の埋立処分に伴う温室効果ガスの排出量の方が大きいためと考えられる。

汚泥のリサイクル過程（scenario 1 and 2）と汚泥の埋立処分（scenario 3 and 4）とを比較すると、汚泥のリサイク

ル過程の方が LC-CO2が低かった。このケーススタディの結果、地球温暖化影響の観点では、コンポスト化および

セメント資源化は埋立処分より環境負荷が小さいと評価された。よって、汚泥の埋立処分量を減らし、これらの

汚泥リサイクル過程を推進することは、有効な地球温暖化対策となりうるものと考えられる。

scenario 1
(composting sludge)
scenario 2
(recycle of sludge

as a cement material)
scenario 3
(landfill of dewatered sludge)
scenario 4
(landfill of incinerated sludge)

(dewatered sludge →) composting sludge → transporting compost → utilization

(dewatered sludge → egdulsgnitropsnart) →

(dewatered sludge →)

recycling
as a cement material

(dewatered sludge → egdulsgnitropsnart) → sanitary landfill

sanitary landfill→incinerating sludge
transporting
incinerated residue

表－３ LCI分析で対象とする範囲 

表－２ I浄化センターの概要 

content
separate sewer system
(partially-combined sewer system)
conventional activated sludge process

32,000m3/day
two stage digestion
vacuum extractor, belt press filter
ferric chloride, hydrated lime, polymer

planed treatment capacity (implementation plan) dewatered sludge 14t/day
compost production (implementation plan) 5.6t/day

fermentation system Horizontal scoop type fermenter

planed treatment capacity (implementation plan)
wastewater treatment system

item

discharge system of wastewater

outline of sludge
treatment

the compost plant

sludge treatment system
type of dewatering machine

type of coagulant
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12.下水処理施設の改築更新の効率的な実施に関する調査 

 

下水処理研究室 室   長 南 山  瑞 彦 

主任研究官 小越 眞佐司 

研 究 官 山 中  大 輔 

 

1. はじめに 

下水道の普及に伴い、平成18年度末に70.5%の普及率に達した1)。その一方で、改築更新が必要な施設は多くな

っていくものと予想される。維持管理・更新に必要な投資が拡大していくと見込まれる中、財政の制約の下で下

水道施設の機能レベルを維持するための施設管理を行い、下水道の新たなニーズに対応した新設投資とのバラン

スを保持していくことが必要である。本調査では、今後の下水道事業予算における改築更新の方向性を把握する

ためのツールとして用いることを目的とした、全国下水処理施設の改築更新に係る将来事業費の推計手法につい

て、下水処理施設を対象に検討を行った。 

 

2. 調査方法 

下水処理施設の改築更新に係る将来事業費の推計手法の検討を、図-1 に示す手順で行った。将来事業費の推計

のためには、全国下水処理施設の施設・設備数や事業費等の情報を把握する必要がある。把握方法の一つとして、

全国アンケート調査による実績値の収集が考えられるが、処理場は多種・多数の設備を保有しており自治体が回

答に要する作業量が膨大となること等から、全国アンケート調査によらず既存文献を基にした調査とした。 

2.1 全国処理場の現有資産の把握 

2.1.1 モデルケース別・供用開始年別処理場処理能力の把握 

2.1.1.1 水処理施設 

下水処理場を処理能力と水処理方式で分類し（表-1）、それぞれ供用開始年別の処理場数を求めることとした。

処理能力は、下水道統計 2)や日本の下水道 3) に記載の区分で分類した。処理能力は晴天時日最大汚水量とし、下

水道統計上の「晴天時日最大処理量（現有）」を用いた。また、本調査でモデルケースとして設定する水処理方式

は、下水道法施行令に位置付けられている処理方式

をふまえて設定した。以上より、水処理方式別の処

理場数を整理し、水処理施設では 1,931 箇所を調査

対象とした（表-1）。なお、同一処理場内で複数の水

処理方式が存在している場合は、便宜上、年間処理

水量の大きい系列における処理方式として整理し、

年間処理水量が系列で均等配分されている場合は、

系列の新しい処理方式として整理した。 

2.1.1.2 汚泥処理施設 

「流域別下水道整備総合計画調査 指針と解説」4)

（以下、流総指針）では、汚泥処理を含んだ二次処

理施設の費用関数として、OD法では①濃縮→濃縮汚

泥搬出、②濃縮→脱水→脱水汚泥搬出、標準法では

①濃縮→脱水→脱水汚泥搬出、②濃縮→脱水→焼却

流総指針
費用関数

デフレーター
補正

設備グループ別に
費用関数内訳の整理

設備グループの
検討

設備グループ別費用
関数モデルの作成

水処理方式・能力
クラスの設定

下水道統計

全国処理場の能力別
モデルケースの設定

モデルケース別（供用開始年
別）の処理施設数の把握

モデルケース別・供用開始年別
の処理場処理能力の把握

設備グループ別
使用年数の設定

全国処理場の現有資産
の把握

改築更新に係る将来事業費の推計

図-1 将来事業費の推計手順 
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→焼却灰搬出、といった汚泥処理プロ

セスが設定されている。本調査で設定

する汚泥処理プロセスも流総指針に

準拠し、これらの汚泥処理プロセスを

標準ケースとして設定することとし

た。下水道統計により、各処理場の汚

泥処理プロセスについて、脱水の有無、

焼却の有無を把握した。なお、水処理

施設を有さない汚泥処理場(27 箇所)

については、各々の最終プロセスが異

なることから能力モデル化は行わず

個別に計上した。 

2.2 設備グループ別費用関数モデルの

作成 

2.2.1 改築更新事業の特性をふまえた施設・設備のグルー

プの設定 

改築更新事業の規模や工事が実施される設備群や支出の

構成単位などを考慮し、施設・設備グループ（以下、設備

グループ）を設定した（表-2）。代表的な施設・設備の構成

区分の作成方法として、「下水道施設の改築について（国都

下事第77号,平成15年 6月 19日）」の別表（以下、改築別

表という）に記載されている、大分類、中分類、小分類が

ある。本調査で設定する設備グループは、①改築更新を構

成する基本的な単位であること、②企業会計等における資

産管理の単位であること、を考慮し中分類を基本に設定す

ることとした。なお、改築別表における土木・建築施設の

中分類（「躯体」「仕上」「建具」…）は実際の改築更新にお

ける単位とは異なることから、土木・建築施設は大分類を

ふまえた具体的な棟・施設のみを対象としたグループを設

定した。また、改築別表における電気設備には、改築更新

された設備に関する運転操作設備が含まれていないため、

「運転操作設備」を設備グループとして設定した。改築別

表の電気設備の「ケーブル・配管類」や機械設備の「付帯設備」等は各設備グループの改築更新に併せて行われ

るものとし、個別の設備グループとして設定しなかった。 

2.2.2設備グループ別費用関数モデルの作成 

流総指針における費用関数を基にして、設備グループ別に費用関数モデルを作成した。対象施設における処理

能力をインプット、事業費をアウトプットとした費用関数モデルである。基準年度を平成12年度とした建設工事

費デフレーターが国土交通省より公表されており5)、これを用いて平成18年度基準となるよう価格補正を行った。 

流総指針における費用関数は、処理能力の規模単位に工種別（土木、建築、機械、電気）に概略数量を算定・

積算することで作成されている。この概略数量を表-2 に示した設備グループ単位で再整理を行うことで、設備グ

種別 設備グループ 種別 設備グループ

機械設備 スクリーンかす設備 電気設備 特高受変電設備

備設電変受備設砂沈水汚

備設電発家自備設砂沈水雨

汚水ポンプ設備

雨水ポンプ設備

雨水滞水池・調整池設備 運転操作設備

備設荷負備設池整調水汚

備設測計備設池殿沈初最

備設御制視監備設クンタ応反

備設却焼気電備設池殿沈終最

消毒設備 土木 最初沈殿池

用水設備 反応タンク

放流ポンプ設備 最終沈殿池

凝集沈殿設備 終沈ポンプ室（OD）

急速ろ過設備 塩素混和池

活性炭設備 重力濃縮槽

汚泥輸送・前処理設備 場内整備

汚泥濃縮設備 樋門施設

汚泥消化タンク設備 場内管渠施設

汚泥洗浄タンク設備 建築 沈砂池ポンプ棟

汚泥貯留設備 管理棟

調質設備 送風機棟

熱処理設備 機械濃縮機棟

汚泥脱水設備 汚泥脱水機棟

汚泥乾燥設備 焼却棟

汚泥焼却設備

汚泥溶融設備

建設資材利用設備

コンポスト設備

制御電源及び
　計装用電源設備

表-2 設備グループ 

能力クラス（晴天時日最大処理量（現有）　単位：m3/日）

5,000未満
5,000～
10,000

10,000～
50,000

50,000～
100,000

100,000～
500,000

500,000以
上

計

標準活性汚泥法※１ 86 82 315 92 93 10 678

1881134728法チッィデンョシーデシキオ

444463法ンョシーレアエ間時長

17656法泥汚性活式分回
2111334法泥汚性活素酸

好気性ろ床法※２ 661326

接触酸化法※３ 7513494

3222919法窒脱化硝式環循

312法窒脱生内化硝

212442法窒脱化硝段多式入流プッテス

021181法チッィデンョシーデシキオ理処度高

1451311111法泥汚性活気好気嫌
3276613法気好素酸無気嫌

計 1,172 152 368 109 120 10 1,931

所箇760,2数場理処つ持をドーコ場理処の計統道水下 ：A
所箇72場理処泥汚いなさ有を理処水、内のA ：B

C： 処理方式が上記の何れにも属さない処理場（その他処理方式と記載

表-1 水処理方式・能力クラス別の処理場数 

56 箇所

D： Aの内、晴天時日最大処理量（現有）の記載が無い処理場 53 箇所

所箇139,1）D-C-B-A = E（：E

※１　下水道統計上のモディファイド・エアレーション法、ステップエアレーション法を便宜上含めた。
※２　下水道統計上の嫌気好気ろ床法、標準散水ろ床法、高速散水ろ床法を便宜上含めた。
※３　下水道統計上の回転生物接触法、土壌被覆型礫間接触法を便宜上含めた。

水処理方式
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図－１ 標準活性汚泥法（硝化促進）処理水 TN の分布
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図－２ 標準活性汚泥法（硝化促進）処理水 TP の分布
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図－３ 標準活性汚泥法（嫌気/制限曝気）処理水 TN
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15.下水道資源有効利用の推進に関する調査 

下水処理研究室  室   長 南山 瑞彦

       主任研究官 平山 孝浩

研 究 官 宮本 綾子

１．はじめに

下水道は、地域の持続的な発展を支えるため、循環型社会の社会基盤として、健全な水及び資源循環の創出を

図っていく必要がある。大量の資源やエネルギーの消費により、化石燃料の枯渇や有用な資源の枯渇が懸念され

てきている。また、温室効果ガスの増加によって、地球温暖化が進行している。このようなことから、下水道資

源有効利用の推進施策を早急かつ継続的に展開していく必要がある。このため、下水道の有する資源回収・供給

機能を積極的に活用するための施策展開が必要であり、本調査は施策の方向性の検討や実施状況のフォローアッ

プ、見直しに必要となる下水道資源有効利用の実施状況に関する情報を整理するものである。

２．調査方法

本調査では、下水道事業を実施している全ての地方公共団体に対して、2007 年７～9 月に下水汚泥の発生から

最終利用・処分までの処理フローの概要及び下水汚泥の処理・有効利用状況等（平成 18 年度実績分）に関するア

ンケート調査を実施した。アンケート調査により得た回答（2,077 処理場分）を整理・集計した。

３．調査結果

3.1 下水汚泥の発生量と処理処分・有効利用の状況

平成 18 年度における下水汚泥の処理及び処分の状況を表－1、表－2 に示す。下水汚泥は年間 223 万 DS-t（乾

燥重量トン）が発生しており、そのうち約 74％が緑農地利用、建設資材利用、燃料化等として有効利用されてい

る。

表－1 下水汚泥の処理及び処分状況（汚泥発生時乾燥重量ベース、平成 18 年度）

単位：DS-ｔ／年

最　終　安　定　化　先

セメント化 セメント化以外

%0.0440000000泥汚生

濃縮汚泥 53 2 0 0 0 0 0 25 80 0.0%

消化汚泥 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

脱水汚泥 36,730 28,011 92,912 2,579 3,161 0 13 137 163,542 7.3%

移動脱水車汚泥 33 59 11 39 0 0 0 0 142 0.0%

コンポスト 592 240,585 0 3,318 0 0 1 0 244,496 10.9%

機械乾燥汚泥 115 867 0 0 0 0 2 1 984 0.0%

天日乾燥汚泥 3,829 30,649 3,609 6 16,083 0 0 0 54,176 2.4%

炭化汚泥 21 1,733 898 181 0 0 24 78 2,934 0.1%

焼却灰 518,538 26,879 698,896 302,153 4 0 4,642 5,381 1,556,493 69.6%

溶融スラグ 237 3,308 6,371 200,722 776 0 705 28 212,146 9.5%

合計 560,146 332,093 802,697 508,998 20,025 0 5,387 5,653 2,234,998

%001%3.0%2.0%0.0%9.0%8.22%9.53%9.41%1.52％

引き渡し先
処理後の
汚泥形態 埋立処分 緑農地利用

建設資材利用
合計 ％燃料化等 海洋還元 場内ストック その他
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表－2 下水汚泥の処理及び処分状況（処分時体積ベース、平成 18 年度）

単位：m3／年

最　終　安　定　化　先

セメント化 セメント化以外

%0.0585691000009739泥汚生

濃縮汚泥 36,243 12,936 7,104 3,672 0 0 210 835 60,999 2.5%

消化汚泥 599 102 0 0 0 0 0 220 921 0.0%

脱水汚泥 330,893 734,452 670,552 143,331 12,400 0 66 13,177 1,904,871 78.5%

移動脱水車汚泥 304 3,761 294 895 0 0 0 0 5,254 0.2%

コンポスト 266 83,817 0 0 0 0 0 0 84,084 3.5%

機械乾燥汚泥 201 2,001 874 85 0 0 3 3 3,166 0.1%

天日乾燥汚泥 11,078 31,292 9,776 137 19,355 0 0 0 71,638 3.0%

炭化汚泥 0 78 0 30 0 0 15 0 123 0.0%

焼却灰 95,317 2,223 92,933 69,451 0 0 1,346 0 261,271 10.8%

溶融スラグ 0 931 896 31,840 0 0 73 0 33,740 1.4%

合計 474,910 871,973 782,428 249,441 31,755 0 1,713 14,431 2,426,650 100.0%

%0.001%6.0%1.0%0.0%3.1%3.01%2.23%9.53%6.91％

引き渡し時
（搬出時）の

汚泥形態 埋立処分 緑農地利用
建設資材利用

合計 ％燃料化等 海洋還元 場内ストック その他

下水汚泥の有効利用の状況を表－3、表－4 及び図－1 に示す。有効利用の内訳としては、従来、緑農地利用が

中心であったが、近年はセメント原料としての利用などの建設資材利用が進んできており、平成 7 年度に建設資

材利用が緑農地利用の割合を上回り、平成 18 年度における緑農地利用は有効利用全体の約 20％（汚泥発生時乾燥

重量ベース）である。下水汚泥の建設資材利用としては、セメント原料としての利用の割合が多くなってきてお

り、平成 18 年度においては、建設資材利用のうち乾燥重量ベースで約 61％がセメント原料としての利用となって

いる。セメント化以外の建設資材利用については、自治体での実施量と民間での実施量が同量程度であるが、緑

農地利用・セメント原料としての利用では民間に引渡している量が多くなっている。

表－3 実施主体別の有効利用実施状況（汚泥発生時乾燥重量ベース、平成 18 年度）

単位：DS-ｔ／年

液状汚泥 脱水汚泥 コンポスト 乾燥汚泥 炭化汚泥 焼却灰 溶融スラグ 計

緑農地利用

743,76632,3423,11396410,5592,73587,90施実で体治自　

547,46227555,51930,1205,62092,302582,812し渡引に間民　

390,233803,3978,62337,1615,13585,042070,822計　小　　　

建設資材利用(セメント化)

512,980487,78000134,10施実で体治自　

184,317173,6211,116898906,30194,190し渡引に間民　

796,208173,6698,896898906,30329,290計　小　　　

建設資材利用(セメント化以外)

852,822746,901381,8117716539020施実で体治自　

047,082570,19079,38140382,3804,20し渡引に間民　

899,805227,002351,2031816813,3816,20計　小　　　

燃料化等

951,31040441,310010施実で体治自　

768,667700939,20151,30し渡引に間民　

520,0267740380,610161,30計　小　　　

218,366,1771,112339,720,1218,2412,15309,342277,6212計　　合
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表－4 実施主体別の有効利用実施状況（処分時体積ベース、平成 18 年度）

単位：m3／年

液状汚泥 脱水汚泥 コンポスト 乾燥汚泥 炭化汚泥 焼却灰 溶融スラグ 計

緑農地利用

203,731909087898,5186,77097,24549,9施実で体治自　

176,43722322,20593,72631,6324,596274,3し渡引に間民　

379,178139322,287392,33718,38312,837714,31計　小　　　

建設資材利用(セメント化)

149,720135,01000603,01401,7施実で体治自　

784,457698204,280056,010045,0660し渡引に間民　

824,287698339,290056,010648,076401,7計　小　　　

建設資材利用(セメント化以外)

754,611057,21969,03037310567,96608,2施実で体治自　

489,231090,91384,830580164,47668し渡引に間民　

144,942048,13154,96032220622,441276,3計　小　　　

燃料化等

057,61000037,610120施実で体治自　

500,51000526,20083,210し渡引に間民　

557,13000553,910004,210計　小　　　

795,539,1766,33706,461801915,36718,38486,565,1391,42計　　合
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図－1 下水汚泥有効利用の経年変化
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3.2 下水道バイオガスの発生・利用の状況

平成 17 年度と平成 18 年度の下水道バイオガス（消化ガス）発生量及び利用状況を表-5 に示す。平成 18 年度に

おいては、発生した下水道バイオガスの約 7 割（211 百万 m³）が利活用されており、残り約 3 割（95 百万 m³）

は焼却処分されている。また、下水道バイオガス発生量の約 2 割（60 百万 m³）はガス発電に利活用されている

が、約 3 割（90 百万 m³）は消化槽の加温用としての用途にとどまっている。

下水道バイオガスを用いた発電は、下水処理場の電力費の節約と資源有効利用の観点から進められている。国

内では 1984 年より下水道バイオガス発電設備が導入され始め、平成 18 年度時点で総基数が 37 基、総発電容量が

約 22,460kW になっている。総発電容量は、平成 17 年度版下水道統計における処理場施設の契約電力合計（約

1,200 千 kW）の約 2%に相当する。

 図－１にとりまとめた下水汚泥リサイクル率は、発生時の固形物乾燥重量が最終的に有効利用された比率であ

り、消化ガスの有効利用が反映されない指標である。下水汚泥のバイオマスとしての積極的な利活用が進めるに

あたり、消化ガス利用も含む下水汚泥有効利用に関する新たな指標が必要と考えられる。

表-5 下水道バイオガス（消化ガス）発生量及び利用状況

H18 H17

757,555 896,080

303,702 284,635

121,184 105,849

1 ガス発電 59,703 49,083

2 焼却炉補助燃料 42,894 39,769

3 汚泥乾燥 10,449 10,566

4 場内冷暖房 1,532 1,561

5 その他 6,606 4,870

90,250 92,395

94,705 86,658

-2,437 -268

その他の消化ガス有効利用用途

　　脱臭用燃料、都市ガス燃料、し渣焼却燃料、燃料電池、用途不明

　　溶融炉補助燃料、場内冷暖房＋自動車燃料

使用用途が不明な消化ガス量（計測誤
差を含む）（千m3／年）

消化ガス発生量
（千m3／年）

有効利用消化ガス量
（千m3／年）

消化槽投入汚泥および消化槽への熱供
給に利用された消化ガス量
（千m3／年）

利用されなかった消化ガス量
（千m3／年）

消化槽に投入される濃縮汚泥量
(発生時DS量)（DS-ｔ／年）

４．おわりに

 下水汚泥の有効利用に関する諸課題の解決には、地域特性に応じた適切な汚泥の有効利用の検討や、新技術の

導入など、様々な分野における総合的な対策を進めることが重要である。本調査では、今後も施策の方向性の検

討や実施状況のフォローアップ、見直しに資する下水道資源有効利用の実施状況に関する情報整理等を実施する

とともに、消化ガス利用も含む下水汚泥有効利用に関する新たな整理について検討する必要があると考えられる。
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項目 照査・日付 照査 ポイ ン ト 備　考

■構造物設計一般事項
一般事項 名称 ○○○○施設第□系列

用途 下水処理施設
規模 巾約○○○ｍ×長○○ｍ×深 最大約○ｍ，Ａ≒○,○○○ｍ2

況現高盤地 :TP+　　　ｍ，計画:TP+　　　ｍ OP，AP等表示可
地下水位 □TP　　m,□被圧地下水有り
主な土質 □砂質土,□ｼﾙﾄ,□粘性土,□砂礫,□その他

準拠基準・
指針類

準拠基準・指針 □「(社)日本下水道協会；下水道施設の耐震対策指針と解説；2006」
□「(社)日本下水道協会；下水道施設の耐震計算例-処理場・ポンプ場編-；2002」
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

躯体構造計算ソフト □任意形平面フレーム解析ソフト（名称：　　　　　　　　　　　　　　）
□その他　　　　　　　　　　　（名称：　　　　　　　　　　　　　　）

躯体断面算定ソフト □躯体計算ソフト一貫計算，□自社ソフト，□その他

構造概要 構造分類 □水槽,□その他
構造種別 □RC,□PC,□鋼製
構造形式 □壁,□ｼｪﾙ,□( 　　)
基礎形式 □直接,□杭,□地盤改良，□その他（　　　　　　　　）
工事種別 □新築,□増設,□改築（□耐震補強，□機能改良，□その他）
増設計画 □有り,□無し

□ﾄｰﾘｸﾝｺ料材用使 σck21，□σck24 標記以外使用時はその旨を標記

同上許容応力度 □σca=7Ｎ/ｍ㎡,□σca=8Ｎ/ｍ㎡,□τa=0.42Ｎ/ｍ㎡,□τa=0.45Ｎ/ｍ㎡ 〃

鉄筋(D16以下)
□SD295,□σsa=180Ｎ/ｍ㎡，□fsyd=295Ｎ/ｍ㎡

□SD345,□σsa=200Ｎ/ｍ㎡，□fsyd=345Ｎ/ｍ㎡
〃

鉄筋(D19以上) □SD345,□σsa=200Ｎ/ｍ㎡，□fsyd=345Ｎ/ｍ㎡ 〃
構造細目 最小鉄筋比 □壁（　　  %），□上中床版（　　  %），□底版（　　  %）

土・水接触部 □壁（　 　cm），□上中床版（　　 cm），□底版（　　 cm）
一般部 □壁（　 　cm），□上中床版（　　 cm），□底版（　　 cm）

塩害対策有無 □無，□有（対処方法：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
単位重量 ｺﾝｸﾘｰﾄ □鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ:24.5kN/ｍ3,□無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ:23kN/ｍ3

潤湿□土 :18kN/ｍ3,□水中:9kN/ｍ3
骨鉄□他のそ :77kN/ｍ3,□ﾓﾙﾀﾙ:21ｋN/ｍ3

最小鉄筋被
り

照査項目

使用ソフト
ウェア

した。 

表－３に発注前確認項目一覧表、表－４に水槽構造物の照査項目一覧表 2.設計計算の各々一部

を示す。 

 

 

この照査要領案は、全国統一版として作成したものであるが、各地域や設計等の特性に応じて必

要な照査項目の追加・修正を妨げるものではなく、また、使用を義務付けるものではないが、本要

領案が発注者・受注者において活用されることにより、成果品の品質向上や照査の効率化に貢献す

ることを期待する。 
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No 料資認確容内な主目　　項
該当
対象

確認・日付 備　　考

1 設計の目的・主旨 1)対象施設の設置目的は明確になっているか？ 特記仕様書

2 設計範囲，内容，数量，
及び履行期間

1)設計範囲，内容，数量，及び履行期間は決定しているか？
共通仕様書
特記仕様書

3 施設名称 1) 書様仕記特？かるいてし定決は称名の設施象対

4 立地条件・敷地条件 1)耐震設計上の地域係数区分は？

2)積雪地域か否かの区分は？

3)塩害対策地域に該当するか？

4)未買収用地の有無は確認できているか？

5)その他の条件はあるか？
　　　無，　　有（　　　寒冷地対策，　　活断層，　　埋蔵文化財，
　　　　　　　　　　　　　その他：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

5 設計基本条件 1)適用基準・指針類は決定しているか？

2)設計コンセプトの有無と内容確認はできているか？

3)計画諸元（計画下水量，計画汚泥量）は確定しているか？

4)設置位置は決定しているか？

5)既設構造物との関連，増設計画の有無は整理できているか？

6)基本設計に基づく平面・断面計画の有無は？

7)関連するプラント設備計画の段階は確認できているか？
8)構造類型区分は決定しているか？
9)基礎形式の基本方針（　　杭，　　直接基礎）は決定しているか？

6 施工上の基本条件 1)工事発注予定時期は確認しているか？

2)施工面からの環境対策上の配慮すべき事項の有無と内容確認は？

3)近接構造物，地下埋設構造物はないか？

4)スペース，ヤード，工法等の制約条件はあるか？

5)周辺の土地利用条件を確認したか？
6)近隣道路状況（建設用資材等搬出入性）は確認出来ているか？

7)関連する既往工事から反映すべき設計施工要件は確認出来たか？

表－３ 発注前確認項目一覧表（抜粋）

表－４ 照査項目一覧表 2.設計計算【水槽構造物】（抜粋）
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図1 解析対象地域の概要 

実績浸水箇所 

（市の聞き取り調査）

改良した NILIM モデルに

よる解析結果 

図2 実績浸水深と解析結果 
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２．２ 改築及び修繕の影響の補正 

  上記の健全率は改築や修繕を行いながらの劣化進行を示す値であるため「見かけの」としている。本来、

劣化曲線における経過年数毎の健全率は、改築や修繕を行わない場合の劣化速度である。そこで、見かけ

の健全率から改築及び修繕(改築・修繕)の影響を除くために図－１の手法を採った。 

左上図はある経過年数までの見かけの健全率を左下図は累積残存率を示している。右図は補正後の健全

率が累積残存率と見かけの健全率の積で算定されることを示している。これは改築や修繕を受けた管は劣

化していたとの前提に基づいている。 

次に、累積残存率の求め方を記す。ある経過年数における敷設後からの累積残存率は、経過年数毎の残

存率の累積値で求まるとした。経過年数毎の残存率は 1から経過年数毎の改築・修繕率を減じて求めた。 

数毎の改築・修繕率ここに、Ｒｉ＝経過年

（１－Ｒｎ）･･･）
２

（１－Ｒ）
１

　＝（１－Ｒ　　　　　　　　　　

n

1i
（１－Ｒｉ）率＝ｎ年における累積残存

   （式－２） 

 

経過年数毎の改築・修繕率は、平成 18 年度の全国の年度初めの管渠資産延長に対する年度内での改築延

長の割合に修繕分として平成7年度から16年度の各年度の改築延長と修繕延長の割合の相加平均を一律に

上乗せして求めた。平成 18 年度の全国の年度初めの管渠資産延長と年度内での改築延長(廃止を含む)は全

国の自治体へのアンケート調査により入手した。平成 7年度から 16 年度の各年度の改築延長と修繕延長は

下水道統計に依った。 

図－１ 見かけの健全率に対する改築・修繕の影響補正の考え方 

 

３．結 果 

 経過年数毎の見かけの健全率を図－２、累積残存率を図－３、経過年数毎の補正後の健全率と線形近似式

（劣化曲線）を図－４に示す。劣化曲線として以下の式を得た。 

補正後の健全率 (％) ＝ -1.44 ×（経過年数）＋ 118      （式－３） 

経　過　年　数

見
か
け
の
健
全
率

① 見かけの健全率

経　過　年　数

累
積
残
存
率

② 累積残存率
＝　 経過年数毎の残存率

１－　　(  改築・修繕率)
　　の累積値

現存管渠
(調査時点において
改築・修繕されて
いない管渠)

現存管渠
に対する
健全率

経　過　年　数

補
正
後
の
健
全
率

③ 補正後の健全率
＝① ②　　  × 
＝     現存管渠の割合

　　×現存管渠に対する健全率

現存管渠
の割合

① みかけの健全率
＝ 現存管渠に対する
　健全率

② 累積残存率
＝　 現存管渠の割合
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-2 2007 9

pH SS NH4-N T-N T-P 
( ) (CFU/mL) (CFU/mL) (mg/L) (mg/L) (mg/L) (mg/L) 

(n=40)* 15.9 1.3 7.5 0.4 105.56 0.24

(n=0)**
104.96 0.33
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